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労働基準監督署とは
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●労働基準監督署は、厚生労働省の第一線機関です。
●労働基準監督署の内部組織は、「方面(監督課)」
「安全衛生課」「労災課」「業務課」から構成
されています（署の規模等により異なる場合があります）。

【労働基準行政の組織】

【臨検監督の一般的な流れ】

（注１）上図は一般的な流れを示したものであり、事案により、異なる場合もあります。
（注２）事業場への監督指導は、原則として予告することなく実施しています。



１ 労働時間について

２ 飲食店における申告状況

３ 働き方改革推進支援助成金のご案内



労働時間の概要
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない
◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者
の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

◆ 事業場の規模が労働者数１～９人の商業、映画・演劇業、
保健衛生業、接客娯楽業については１週4４時間まで
認められる特例措置事業場

特例



36協定の締結＋届出が必要な例
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⇩ 上記の例のような場合には ⇩
３６協定の締結＋労働基準監督署への届出が必要です



36協定届の様式
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※様式第９号及び様式第９号の２以外にも36協定届の様式は存在しますが、飲食業においては、通常、様式第９号又は様式第９号の２
が使用されることがほとんどです。



36協定届の様式
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労働時間と健康福祉確保措置の関係
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脳・心臓疾患の労災認定基準※において、１週間当たり40時間を超える労働時間（時間外・休日労働時間）が月45時間を超え
て長くなるほど、業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が徐々に強まるとされています。※「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」



労働時間と健康福祉確保措置の関係
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①医師による面接指導⑥連続休暇の取得
②深夜業（２２時～５時）の回数制限⑦心とからだの相談窓口の設置
③終業から始業までの休息時間の確保⑧配置転換
（勤務間インターバル）⑨産業医等による助言・指導や保健指導
④代償休日・特別な休暇の付与⑩その他（労使間で検討の上、具体的に記載してください）
⑤健康診断

健康福祉確保措置（以下から選択してください）

時間外・休日労働時間が長くなるほど健康障害リスクが徐々に高まることに留意し、

定めた健康福祉確保措置を適切に実施しましょう︕



１ 労働時間について

２ 飲食店における申告状況

３ 働き方改革推進支援助成金のご案内



飲食店における申告受理件数（令和６年）
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接客娯楽業
3865件

商業,3843件

その他の事

業,3816件

建設業,3547件

保健衛生

業,3482件

製造業,2074件

運輸交通

業,1991件

グラフ記載以外の

業種,2498件

※令和６年労働基準監督年報から統計値を
引用しています。

業種別申告受理件数

全業種
25115件

飲食店は接客娯楽業のうち、2819件
全体の11.2％を占めていました。



飲食店における主要申告事項別割合
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賃金未払い

85.7%

16.7% 9.9%

解雇 最低賃金

申告監督を実施した結果

飲食店における違反事業場比率は７１．２％



賃金不払いにおける申告事例（定期賃金）
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事例① 退職した労働者に対して、退職日以降の賃金支払日の賃金全額不払い

事例② 労働者が業務上生じさせた損害に係る費用を賃金から控除した結果、
賃金の一部を支払わない

賃金は通貨で、直接労働者に、全額を、毎月１回以上、一定の期日を定めて支払わ
なければなりません。（労働基準法第24条）



賃金不払いにおける申告事例（割増賃金）
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事例③ 時間外労働等を行わせているにもかかわらず、割増賃金（割増分）を
支払っていない

時間外労働、休日労働、深夜労働（午後10時から午前５時）を行わせた場合には、割増
賃金を支払わなければなりません。（労働基準法第37条）

事例④ 一部の労働時間を時間外労働として適正に管理しておらず、その時
間分の賃金を支払っていない（いわゆる「サービス残業」等）



サービス残業等の具体事例
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以下のような取り扱いは、賃金不払いとして労働基準法違反となります

■勤怠管理システムの端数処理機能を使って労働時間を切り捨てている
勤怠管理システムの端数処理機能を設定し、１日の時間外労働時間のうち15分に満たない時間を一律に
切り捨て（丸め処理）、その分の残業代を支払っていない。

■一定時間以上でしか残業申請を認めない
残業申請は、30分単位で行うよう指示しており、30分に満たない時間外労働時間については、残業として
申請することを認めておらず、切り捨てた分の残業代を支払っていない。

■始業前の作業を労働時間と認めていない
毎朝、タイムカード打刻前に作業（制服への着替え、清掃、朝礼など）を義務付けているが、当該作業を、
労働時間として取り扱っていない（始業前の労働時間の切り捨て）。

・労働時間における端数処理の例外として、１か月における時間外労働、休日労働および
深夜業の各々の時間数の合計に１時間未満の端数がある場合に、30分未満の端数を切り
捨て、それ以上を１時間に切り上げることは、常に労働者の不利となるものではなく、
事務簡便を目的としたものとして認められます。

・また、１日の労働時間について、一定時間に満たない時間を切り上げた上で、その分の
賃金を支払うことは、問題ありません。

認められている取り扱い



労働時間の考え方
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・労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいいます。
・使用者の明示または黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は、
労働時間に該当します。

労働時間とは

① 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務
付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末
（清掃等）を事業場内において行った時間

② 使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、
労働から離れることが保障されていない状態で待機等している時間
（いわゆる「手待時間」）

③ 参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者
の指示により業務に必要な学習等を行っていた時間

労働時間に該当する例



労働時間の考え方︓「研修・教育訓練」等の取扱い
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●研修・教育訓練について、業務上義務づけられていない自由参加のもので
あれば、その研修・教育訓練の時間は、労働時間に該当しません。
※研修・教育訓練への不参加について、就業規則で減給処分の対象とされていたり、不参加によって業務を行うことが
できなかったりするなど、事実上参加を強制されている場合には、研修・教育訓練であっても労働時間に該当します。

研修・教育訓練の取扱い

①終業後の夜間に行うため、弁当の提供はしているものの、参加の強制はせず、また、参加しない
ことについて不利益な取扱いもしない勉強会。

②労働者が、会社の設備を無償で使用することの許可をとった上で、自ら申し出て、一人でまたは
先輩社員に依頼し、使用者からの指揮命令を受けることなく勤務時間外に行う訓練。

③会社が外国人講師を呼んで開催している任意参加の英会話講習で、英会話は業務とは関連性がない。

労働時間に該当しない事例



労働時間の考え方︓「研修・教育訓練」等の取扱い
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研修・教育訓練の取扱い

①使用者が指定する社外研修について、休日に参加するよう指示され、後日レポートの提出も課され
るなど、実質的な業務指示で参加する研修。

②自らが担当する業務について、あらかじめ先輩社員がその業務に従事しているところを見学しなけ
れば実際の業務に就くことができないとされている場合の業務見学。

労働時間に該当する事例

●労働時間に該当しないとする場合には、上司がその「研修・教育訓練」を行うよう指示しておらず、かつ、
その「研修・教育訓練」を開始する時点において本来業務や本来業務に不可欠な準備・後処理は終了して
おり、労働者はそれらの業務から離れてよいことについて、あらかじめ労使で確認しておきましょう。

●具体的には、「研修・教育訓練」について、通常の勤務場所とは異なる場所を設けて行うことや、通常
勤務でないことが外形的に明確に見分けられる服装により行うことなどを定め、こうした取扱いの実施
手続を書面により明確化することが望ましいと考えられます。

ワンポイントアドバイス



労働時間の考え方︓
仮眠と待機時間・労働時間前後の取り扱い
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●仮眠室などにおける仮眠の時間について、電話等に対応する必要はなく、
実際に業務を行うこともないような場合には、労働時間に該当しません。

仮眠・待機時間の取扱い

①週１回交代で、夜間の緊急対応当番を決めているが、当番の労働者は社用の携帯電話を持って
帰宅した後は自由に過ごすことが認められている場合の当番日の待機時間。

労働時間に該当しない事例

●更衣時間について、制服や作業着の着用が任意であったり、自宅からの着用を
認めているような場合には、労働時間に該当しません。

●交通混雑の回避や会社の専用駐車場の駐車スペースの確保等の理由で労働者が
自発的に始業時刻より前に会社に到着し、始業時刻までの間、業務に従事して
おらず、業務の指示も受けていないような場合には、労働時間に該当しません。

※始業時刻前に会社に到着する労働者のために、飲食など業務外の行為や待機ができるよう、休憩スペースや飲食スペースなど、
執務室以外の施設を利用できるようにするといった対応も考えられます。

労働時間の前後の時間の取扱い



労働時間の考え方︓移動時間の取り扱い
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●直行直帰・出張に伴う移動時間について、移動中に業務の指示を受けず、業務
に従事することもなく、移動手段の指示も受けず、自由な利用が保障されてい
るような場合には、労働時間に該当しません。

直行直帰・出張に伴う移動時間の取扱い

①取引先の会社の敷地内に設置された浄化槽の点検業務のため、自宅から取引先に直行する場合の
移動時間。

②遠方に出張するため、仕事日の前日に当たる休日に、自宅から直接出張先に移動して前泊する場合
の休日の移動時間。

労働時間に該当しない事例



解雇の予告・制限
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やむを得ず、労働者を解雇する場合、30日以上前に予告するか、解雇予告手当
（平均賃金の30日分以上）を支払わなければなりません。（労働基準法第20条）
また、業務上の傷病や産前産後による休業期間及びその後30日間は、原則として
解雇できません。（労働基準法第19条）

※日給、時間給、出来高払の場合。賃金の一部が月給で決め
られている場合などについては計算方法が異なります。

 例 11月10日に「11月30日付で解雇する」と予告をした場合

 ︕ 解雇予告手当の支払い時期
■解雇予告をしないで即時に解雇しようとする場合は、解雇と同時に支払うことが
必要です。

■解雇予告と解雇予告手当を併用する場合は、遅くとも解雇の日までに支払うこと
が必要です。



千葉県最低賃金
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723円平成20年度503円平成元年度

728円平成21年度527円平成２年度

744円平成22年度553円平成３年度

748円平成23年度576円平成４年度

756円平成24年度594円平成５年度

777円平成25年度609円平成６年度

798円平成26年度623円平成７年度

817円平成27年度635円平成８年度

842円平成28年度650円平成９年度

868円平成29年度662円平成10年度
895円平成30年度667円平成11年度
923円令和元年度672円平成12年度
925円令和２年度676円平成13年度
953円令和３年度677円平成14年度
984円令和４年度677円平成15年度

1,026円令和５年度678円平成16年度
1,076円令和６年度682円平成17年度
1,140円令和７年度687円平成18年度
1,195円令和８年度706円平成19年度

＜ 千 葉 県 最 低 賃 金 の 推 移 ＞



千葉県最低賃金
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労働基準関係リーフレットのご案内
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●厚生労働省では、適切な労務管理のための情報を各リーフレットに取りまとめて以下の
ホームページに掲載しています。是非、リーフレットをご確認ください。

【ＵＲＬ】 【二次元コード】
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/0000056460.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku


１ 労働時間について

２ 飲食店における申告状況

３ 働き方改革推進支援助成金のご案内



令和８年度「働き方改革推進支援助成金」のご案内
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令和８年度の交付申請期限については 令和８年11月30日（月）までです。
令和９年度の申請に向けて、令和８年度の概要を説明します。



令和８年度「働き方改革推進支援助成金」のご案内
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労働時間短縮・年休促進支援コース
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対
象

１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて、年休管理簿や就業規則等を
整備していること。 など

改
善
事
業

①労務管理担当者に対する研修（※）
②労働者に対する研修（※）、周知・啓発
③外部専門家によるコンサルティング
④就業規則・労使協定等の作成・変更
⑤人材確保に向けた取組
⑥労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録計の導入・更新
⑦労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新
(※)研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。



労働時間短縮・年休促進支援コース
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成
果
目
標

①月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数の削減
②年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入
③時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で規定する特別休暇を
１つ以上新規導入

助
成
上
限
額

選択した「成果目標」に設定された、下記①から③までの助成上限額に、
下記の加算制度における上限額への加算額を合計した金額

上限額

上限額または対象経費の合計額に補助率３／４(※１)を乗じた額のいずれ
か低い金額を助成します。(※１)常時使用する労働者数が30人以下かつ、「改善事業」の⑥・⑦を実施

する場合で、その所要額が30万円を超える場合は、補助率４／５。

助成額



過去の「働き方改革推進助成金」活用事例①
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事例１



過去の「働き方改革推進助成金」活用事例①

30



過去の「働き方改革推進助成金」活用事例②
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事例２



過去の「働き方改革推進助成金」活用事例②
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過去の「働き方改革推進助成金」活用事例③
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事例３



過去の「働き方改革推進助成金」活用事例③
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他の事例は厚生労働省HPから
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厚生労働省HPに、働き方改革推進助成金の
活用事例が「生産性向上のヒント集」とし
て掲載されています。リンクは次頁。



働き方改革推進支援助成金（掲載ホームページ）

36

以下のＵＲＬまたは二次元コードから厚生労働省ホームページにアクセスして
いただき、詳細情報、申請様式をご確認ください。【二次元コード】
【ＵＲＬ】
https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000120692.html

ご不明な点やご質問がございましたら、千葉働き方改革推進支援センターまた
は千葉労働局雇用環境・均等室にお尋ねください。

☜千葉働き方改革
推進支援センター
ＨＰ

☜千葉労働局ＨＰ

https://www.mhlw.go.jp/stf/

